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1．はじめに

　本研究の目的は，研究開発の不確実性が極めて高く，かつ，長期的な研究開発プロセス
を必要とする企業の基礎研究マネジメントの仕組みを明らかにすることである。研究上の
問いは，そのような条件下で，研究者がどのようなチームを持っているのか，何が研究者
の成果を押し上げるのか，ということである。本研究では，分析対象として種苗企業を取
り上げ，研究者のチームのネットワーク構造を解析し，効果的な研究開発マネジメントの
方法を探索的に分析する。
　既存研究では，長期的かつ不確実性の高い研究開発プロセスは，経営学的観点から十分
に分析されてこなかった。それは，その成否が確率論によって支配されるためであろう。
長期的かつ不確実性の高い研究開発特性を持つ産業として，化学産業（桑嶋，2007）や医
薬品産業（桑嶋，2006；亀岡，2008；2010）を対象とした既存研究があるが，少数であり
研究蓄積が待たれている。
　本研究で取り上げる種苗産業では，種子の研究開発の不確実性が高く，長期的なプロセ
スとなっている。すなわち，育種という研究開発が10年程度続き，その結果として製品
となる種子が完成する。そのプロセスは，種子の親世代の交配や気候条件の適合などといっ
た試行錯誤の連続である。さらに完成した種子も，品種交代が激しいため，研究開発には
常に不確実性が伴う。種苗企業では，こうした高い不確実性と長期的な研究開発プロセス
においてどのような研究開発上の特性が見られるであろうか。
　以下では，次のように稿を進める。第二節では，既存研究をレビューする。第三節で
は，種苗産業の育種データを用いて分析を行う。第四節では，以上をまとめて結論を述べ
る。結論を先取りすれば，長期的かつ不確実性の高い研究開発の条件下でも，チーム編成
の原理やネットワークの効果は他の産業と同様に観察されるということである。

 * 現代マネジメント学部
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2．既存研究

　以下では，（1）不確実性の高い研究開発，（2）組織ネットワークと研究開発の効率性，
（3）種苗産業を対象とした研究，という3つの領域の既存研究をレビューする。

⑴　不確実性の高い研究開発
　先述したように，化学産業，医薬品産業や種苗産業の研究開発プロセスは，不確実性が
高い上に，成果が出るまでのサイクルが長い。この条件下のマネジメントにどのような特
性があり，何が成功につながるのかという問いについては，既存研究がそれほど蓄積され
ていない1）。ただし，数少ない既存研究は以下のようなものがある。
　桑嶋（2006）は，医薬品産業の研究開発，すなわち，相対的に不確実性が高い探索研究
では，①プロダクトチャンピオンの粘り強い研究姿勢，②スポンサーの存在と研究の自由
度，③組織内外との積極的なコミュニケーションと情報収集，④適切な研究ドメインの設
定，など要因が成功につながると指摘している。亀岡（2010）も，医薬品の探索研究に焦
点を当てて，手探り状態の探索研究を秩序立てるために「評価の作り込み」が重要である
ことを明らかにしている。
　ただし，他の産業でも，研究開発が上流に遡ればそれだけ不確実性は高くなる。電機産
業を中心として，中央研究所が主流であった時代には，企業にとって将来性が分からない
技術であっても社内で抱えることが一般的であった。その場合に，不確実性を抑えて製品
開発を成功に導く要因としていくつか指摘されている。Iansiti（1997）は，要素技術の将
来を見通す能力が重要な要因であるとした。また，長内（2009）は，要素技術がどのよう
な製品につながるのかが分からない時点では，複数の要素技術を並列的に保有し続ける利
点を指摘している。そして，必要になった際にオプションを行使するという主張である。
また，Chesbrough（2006）では，不確実性を低減させるために，オープンイノベーション
の活用が提唱されているが，現在の種苗産業においては，個別の企業で研究開発の不確実
性を吸収する形態になっているため，上記のような企業内部での管理の工夫と親和性が高
いといえる。

⑵　組織ネットワークと研究開発の効率性
　組織ネットワークと研究開発の効率性は，非常に多くの研究蓄積がある。例えば，チー
ムメンバーの構成や各自のネットワーク特性（Soda et al, 2004），境界を越える個人のネッ
トワーク（Tushman and Scanlan, 1981），ネットワークと創造性（Perry-smith, 2006），プロジェ
クトの知識移転（Hansen, 1999），などの観点である。このように，社会ネットワーク分析
が経営学に導入されてからは，社会ネットワーク分析を用いた研究が盛んになっている。
研究チームがいかに構成されているかという問いが，個人の属性のみならず，ネットワー
ク構造によって解析されつつある。
　以上のような社会ネットワークを用いた研究では，ネットワーク構造の変数として，次
数中心性や媒介中心性，構造的空隙といった変数が，研究成果にいかに結びついているの
かが焦点となってきたが，これらの議論は，Burt（2005）によって，凝集的なネットワー
クColeman（1990）と空隙に富むネットワーク（Burt, 1992）のどちらが効果的かというネッ
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トワーク・コンティンジェンシーの論点に集約されている。

⑶　種苗産業を対象とした研究
　この分野では，経営学の視点からの研究はほとんど見られない。ただし，産業組織論の
視点から，ややミクロ的に分析した山本（1995）などがある。山本（1995）によれば，日
本の民間部門が主戦場としている野菜と花卉では，大手数社と相対的な中小企業が併存す
る競争的な市場構造であることに加え，野菜の場合は，一品種あたりの種子需要量は小さ
く品種交代も激しいとされる。
　育種学の観点からは，武田・山本（1991）によれば，野菜の育種目標として，①病虫害
抵抗性，②品質，③施設栽培環境適応性，④省力栽培・機械化栽培適性があり，稲の場合
には，①多収性，②品質向上，③低コスト性，④耐冷性，⑤耐病性，⑥耐虫性が挙げられ
る。ただし，近年では，種苗の研究開発においても，技術プッシュ型から，市場からの
フィードバックを受ける方式が重要視されている（農林水産省農蚕園芸局種苗課編，
1988；渡辺・平泉，2006）。例えば，トマトの場合，タキイ種苗の大ヒットの「桃太郎」は，
消費者のアンケートが開発時のヒントになっている。また，カゴメは，コンビニ向けや料
理用に細分化したトマトを提案している（伊藤・細井，2005）。品種の普及においても，
農地を新品種へと切り替える必要であるから，市場や生産者の声は品種の開発にきわめて
重要である2）。
　ここまで見てきたように，より上流の種苗の研究開発という観点で語られた研究は非常
に少ない。以下では，どのような研究開発のチーム構成が見られるのか，成果に影響する
要因は何かについて分析したい。

3．分析

3.1　データと方法
　本研究で使用したデータは，農林水産省の「品種登録データベース」から収集した。種
苗の新規の発明は，特許ではなく，品種登録データベースへの登録によって保護されてい
る。品種登録データベースには，新規の品種の概要や権利者，育成者といった特許情報に
含まれるような情報が記載されている。この中から，本研究では，育成者を抽出した。特
許情報と対比すれば，育成者は発明者に当たり，新しい品種を育成した者である。品種ご
とに育成者を抽出し，品種と育成者を対応させた行列を作成後，UCI-netを用いて育成者
と育成者の関係性を表す行列（アフィリエーションネットワーク）を作成した。
　分析対象は，民間部門からは，大手主要種苗企業である，タキイ種苗，サカタのタネ，
カネコ種苗とし，公的部門からは予算規模の大きい，農業・食品産業技術総合研究機構，
とする3）。分析対象期間は，2000年始めから2012年末に出願がなされたものである。申請
数は，それぞれ，タキイ種苗が193件，サカタのタネが274件，カネコ種苗が95件，農業・
食品産業技術総合研究機構が451件である4）。
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3.2　ネットワーク構造の解析
　4つの組織のネットワーク構造を比較する。点は，各社の育成者を示し，線はその間に
共同出願関係があることを示している。図1から図3は，それぞれ，タキイ種苗，サカタ
のタネ，カネコ種苗のネットワーク構造である。図4は農業・食品産業技術総合研究機構
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図1　タキイ種苗のネットワーク
UCInetならびにNetdrawにて筆者作成。

図2　サカタのタネのネットワーク
UCInetならびにNetdrawにて筆者作成。
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である。民間企業と比較して，アクター数が多く複雑な構造を示している。図5は，図4
が複雑すぎるため，次数中心性の上位54名のみを抽出したものである。
　図1から図3に示されるように，いくつかのチームがあるのが分かる。このことから，
開発テーマなどに応じて，研究所内がいくつかのチームに分散していることが推察され
る。それらに，主たる育種名を重ねていくと，トマト，レタス，タマネギといった野菜，
カーネーション，ガーベラといった花卉などを中心にチームが構成されていることが分か
る。民間企業にとっては野菜と花卉が，中心である。
　農業・食品産業技術総合研究機構の場合は，アクター数が多いためネットワーク構造が
複雑である。いくつかのチームが見られるが，それらのチームをつなぐアクターがおり，
チームが重なり合っていることが見て取れる。
　図5に示されてるように，稲，とうもろこし，ばれいしょといった主食用ならびに飼料
用作物が中心のチームになっていることが分かる。既存研究が指摘しているように，日本
においては，民間企業が野菜と花卉，公的機関が稲を中心とした主食用の穀物という構図
が見られるため，図5でもそれが反映されている。
　また，農業・食品産業技術総合研究機構の場合には，非常に多くの育成者が関与してい
ることから，民間企業に比較して，研究資源が大きいことが推察される。日本では，食糧
管理の点からも公的機関が大きな役割を担ってきた。別の議論になるため，深入りしない
が，民間との共同出願がほとんど見られなかった5）。これは，民間と公的機関の育種対象
が分かれていたためかもしれないが，膨大な研究資源を持つ公的機関の研究成果を活用し
ていくためには，民間部門と公的部門の研究提携が求められるであろう。この点は，今後
の農業セクターの成長戦略と合わせて検討すべき課題であると思われる。
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図3　カネコ種苗のネットワーク
UCInetならびにNetdrawにて筆者作成。
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3.3　回帰分析
　最後に，回帰分析を行う。それによって，何が育成者の研究成果に影響しているのかを
明らかにしたい。ここでは，公的研究機関の規模が圧倒的に大きいので，民間企業のみを
対象とする。サンプルは，219名の民間企業の育成者である。特許情報と異なり，変数と
して投入できる品種登録情報から，抽出できる変数が限られているが，統制変数，属性に

稲種

とうもろこし種
イタリアンライグラス亜種
えん麦種

ばれいしょ種
もも種
かんしょ種

図5　農業・食品産業技術総合研究機構のネットワーク上位54名
UCInetならびにNetdrawにて筆者作成。

図4　農業・食品産業技術総合研究機構のネットワーク
UCInetならびにNetdrawにて筆者作成。
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関する変数，ネットワーク変数を説明変数とするモデルを作り，回帰分析を行った。具体
的には，SPSS19を用いて，最小二乗法（OLS）と負の二項分布モデル（negative binominal 
model）の双方によって推計を行った。ネットワーク変数は，UCI-Net6を用いて，安田
（2001）の方法に従い算出した。変数には時系列的な前後関係を設定していないので，因
果関係を正確に特定できない点に注意を要する。

⑴　育成者の特性
　申請上位者とその社内の出願数に対する占有率をまとめて，表1に示す。

表1　申請上位者と社内の出願数に対する占有率

タキイ種苗 サカタのタネ カネコ種苗 農業・食品産業技術
総合研究機構

順位 回数 占有率 順位 回数 占有率 順位 回数 占有率 順位 回数 占有率
1 53 14.2% 1 61 11.4% 1 23 11.4% 1 32 0.8%
2 38 10.2% 2 36 6.7% 2 23 11.4% 2 31 0.7%
3 23 6.2% 3 28 5.2% 3 20 10.0% 3 30 0.7%
4 21 5.6% 4 23 4.3% 4 16 8.0% 4 28 0.7%
5 18 4.8% 5 22 4.1% 5 11 5.5% 5 28 0.7%
6 17 4.6% 6 22 4.1% 6 9 4.5% 6 28 0.7%
7 16 4.3% 7 17 3.2% 7 9 4.5% 7 27 0.6%
8 16 4.3% 8 17 3.2% 8 7 3.5% 8 26 0.6%
9 14 3.8% 9 15 2.8% 9 6 3.0% 9 26 0.6%

10 13 3.5% 10 13 2.4% 10 6 3.0% 10 25 0.6%
筆者作成。

　タキイ種苗，サカタのタネ，カネコ種苗の民間企業の出願数上位の育成者を見れば，育
成回数の占有率はほぼ同様に10％台である。一方で，参考として挙げた農業・食品産業
技術総合研究機構の場合は，0.8％となり，育成者は多数で，かなり分散していることが
明らかである。

⑵　被説明変数と説明変数
　前節では，民間企業において，特定の育成者が多くの出願にかかわっている傾向が強い
ことが明らかになった。そこで，本節では，出願回数に影響する要因を明らかにするため
に，回帰分析を行う。被説明変数は，育成者の出願回数である。
　説明変数は，次の通りである。
　育成者の属性変数として，以下のものを設定した。
　①共同経験：各育成者が，他組織との共同経験があるかを示す。
　②育種多様性：各育成者が，育成にかかわった品種数を示す。
　ネットワーク変数として，以下のものを設定した。
　③標準化次数中心性：Freeman（1979）の定義に従い，各育成者がネットワークの中心
に位置している程度を算出した。
　④構造的拘束：Burt（1992）の定義に従い，各育成者が周囲のネットワークから拘束さ
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れている程度を算出した。
　統制変数として，以下のものを設定した。
　⑤会社ダミー：各社の違いを統制するために各育成者が所属する会社でダミー変数を設
定した。
　⑥登場年：各育成者が，初めて品種登録に登場した年である。
　表2に，これらの変数間の相関分析の結果を示す。

表2　相関分析

平均値 標準偏差 1 2 3 4 5 6

1 出願回数 5.07 7.96
2 会社ダミー 1.28 0.79 .02
3 登場年 1999.06 7.28 －.18＊＊＊ －.03
4 共同経験 0.29 0.45 －.07 －.07 －.28＊＊＊

5 育種多様性 2.36 2.10 .39＊＊＊ .01 －.60＊＊＊ .31＊＊＊

6 構造的拘束 0.78 0.30 －.17＊＊ .07 .16＊＊ －.53＊＊＊ －.40＊＊＊

7 標準化次数中心性 5.50 5.82 .07 －.34＊＊＊－.17＊＊ .61＊＊＊ .34＊＊＊ －.87＊＊＊
＊p＜ .10，＊＊p＜ .05，＊＊＊p＜ .01

　表3と表4に，OLSと負の二項分布モデルの回帰分析の結果を示す。多重共線性を表す
VIFの値は，すべて7.7以下であり，多重共線性の問題はないと考えられる。

表3　OLSによる回帰分析

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4

統制変数
会社ダミー .011 －.003 .002 －.080
登場年 －.178＊＊＊ .056 .030 .023

属性
共同経験 －.203＊＊＊ －.271＊＊＊ －.214＊＊＊

育種多様性 .488＊＊＊ .435＊＊＊ .426＊＊＊

ネットワーク変数
構造的拘束 －.147＊ －.375＊＊

標準化次数中心性 －.299＊

ΔR2 .156 .010 .008
調整済み .023 .179 .190 .198
R2

F値 3.562＊＊＊ 12.914＊＊＊ 11.197＊＊＊ 9.960＊＊＊
＊p＜ .10，＊＊p＜ .05，＊＊＊p＜ .01

　OLSでも，負の二項分布モデルでも，それぞれの変数の符号は一致している。説明変数
の効果を見ていくと，育成者の属性にかかわる変数として，共同経験は，有意な負の効果
がある。また，育種多様性は，有意な正の効果が見られた。ネットワーク変数として，構
造的拘束は，有意な負の効果があった。また，標準化次数中心性は，有意な負の効果が見
られた。
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3.4　分析結果のまとめ
　本節では，ネットワーク構造の記述的分析と回帰分析によって種苗企業においてどのよ
うな研究開発の特性があるのかを明らかにしてきた。記述的分析によって，企業内で，品
種別のチームが観察されることが明らかになった。また，回帰分析によって，以下のよう
な結果が得られた。育成者の属性変数では，他の組織との共同経験は，研究成果に対して，
負の効果があり，育種の多様性は，正の効果があった。ネットワークの効果としては，構
造的拘束が強い場合（構造的空隙が少ない場合）には，研究成果に負の効果があることが
明らかになった。同時に，次数中心性が高い場合にも，研究成果に負の効果があることが
明らかになった。すなわち，異なるチーム間を架橋する場合には成果が高まるが，単につ
ながりの数が多いというだけでは，逆効果であるということである。
　また，品種ごとにチームが形成されているという現実を考えると，品種の多様性はチー
ムを架橋していることを示す指標でもある。この指標と構造的空隙の指標がともに正の効
果を持つことが示されているから，構造的空隙の指標の頑健性がうかがえる。

4．結論

4.1　ディスカッション
　本研究では，種苗産業を分析対象に，長期的，かつ，不確実性が高い研究開発を行う組
織のネットワークとマネジメントを探索的に議論してきた。農業現場や消費者の分析はこ
れまでも蓄積されてきたが，最も上流の種苗産業についてはほとんど研究がなされてこな
かった。そこで，本研究では，そもそもこの産業において，（1）研究チームがどのように
構成されているのか，（2）研究成果にどのような要因が影響しているのか，という2点に
ついて分析してきた。
　（1）については，ネットワークの関係図で示した通り，いくつかの種類ごとに主な育成
者が中心となってグループが形成されていることが明らかになった。これは，基本的な協
働の形態は不確実性の条件を越えて成立していることを示している。また，（2）について

表4　負の二項分布モデルによる回帰分析

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4

統制変数
会社ダミー －.031 .312 .339 .574＊＊

登場年 －.035＊＊＊ .011 .008 .008
属性

共同経験 －.558＊＊＊ －.746＊＊＊ －.579＊＊

育種多様性 .290＊＊＊ .253＊＊＊ .246＊＊＊

ネットワーク変数
構造的拘束 －.616＊ －1.559＊＊＊

標準化次数中心性 －.064＊

Log likelihood －587.896 －565.541 －563.842 －562.059
＊p＜ .10，＊＊p＜ .05，＊＊＊p＜ .01
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は，これまで多数の既存研究で様々な産業コンテクストで実証されてきたように，ネット
ワーク分析を用いた研究で示されてきた中心性，構造的空隙の仮説は種苗産業でも成立し
ていることを示している。

4.2　本稿の貢献と意義
　理論的意義としては，次のようなものがある。
　第一に，経営学で想定されてきた協働の本質は普遍的であるということである。すなわ
ち，不確実性が高く，長期的な研究開発であっても，特定の研究者が中心となるという基
本的なチーム編成の原理が普遍的に観察されるという点が明らかになった。医薬品産業で
の既存研究などとも整合的な結果である。第二に，ネットワークの構造特性の効果は，不
確実性が高く，長期的な研究開発プロセスにおいても，ほとんど同じであるということで
ある。構造的空隙の理論や次数中心性に関する理論的予想は本稿でも支持された。
　実務的意義としては，単に多くの育成者とつながるだけでは，また，単に外部組織との
研究が多いだけでは，高い成果は得られないため，育成者を研究に割り当てる際には，
チームメンバー数や育種の多様性に工夫が必要であるという点がある。

4.3　本稿の限界と今後の研究課題
　本稿の限界は，以下の通りである。
　第一に，F1種子がほとんどカバーされていない点は注意を要する。F1種子のパテント
性のため（山本，1995），品種登録の必要性が薄い。今後は，「野菜品種名鑑」などによっ
てF1種子の新製品データもカバーする必要があるであろう。第二に，聞き取り調査が限
られているため，主たる知見は，公開データを用いて得られたものであるという点である。
　将来の研究としては，以下のような方向が考えられる。
　第一に，先述した点とも関連するが，聞き取り調査でより深い研究開発のプロセスを得
ることである。その際に，チームの編成原理やインセンティブの設定などが焦点になるで
あろう。第二に，研究対象を公的機関にも拡大することである。新品種の開発について
は，近年は，国立ならびに都道府県立の農業研究機関でもさかんである6）。第三に，産業
横断的比較研究である。すなわち，高い不確実性があり長期的な研究開発を持つ企業と産
業横断的な比較研究を実施することである。

　医薬品，種苗ともに不確実性は高いが，民間企業による研究開発がさかんである。民間
企業は，このような環境下でも収益をあげられるだけの研究開発マネジメントの工夫があ
ると考えられる。ただし，きわめて高いリスクであれば，医薬品産業と同様に，民間企業
と公的機関のリスク分担をどのように設計すべきかは議論する必要があろう。日本の種苗
産業が成長エンジンとして，また日本の農業を後押しする産業として，飛躍することを期
待して筆を置きたい。

注

1） リスク評価やその評価に基づくプロジェクトマネジメントに関する研究は見られる。例えば，
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木村・中鉢（2004）などである。
2） 一品種の研究開発に，10年程度の期間を要し，品種交代も激しいことから，長期的に不確
実な研究開発，市場環境にある。最長25年の特許を与えられ，医家向け医薬品の研究開発が
可能な企業が限られている医薬品産業に比べて，さらに厳しい環境にさらされていると言えよ
う。

3） 一般に，種苗産業といっても，国際競争力に濃淡があり，野菜と花卉では品種改良の結果，
輸出産業となっている。野菜と花卉は，日本においては民間部門が主たる研究開発の担い手で
あった。そこで，本研究では，野菜と花卉の種苗で業界上位であるタキイ種苗，サカタのタネ，
カネコ種苗を分析対象とする。山本（1995）によれば，種苗産業においては，民間部門のみな
らず公的部門も重要な研究開発の担い手となっているとされている。そこで，本研究において
も公的部門も対象とする。

4） 企業内で実施されているプロジェクト数は，申請に結びつかなかったものも含まれるため，
この数よりも多いはずであるが，本研究は申請されたもののみを対象に分析する。これらの申
請に関わった育成者数は，タキイ種苗が65名，サカタのタネが108名，カネコ種苗46名，農業・
食品産業技術総合研究機構が790名である。

5） こうした提携は，必ずしも育成登録の情報に現れるものであるとはいえないから，表出して
いない提携も多くあるのかもしれない。ただし，育成の申請を見る限りでは，組織内の研究成
果がほとんどを占めており共同申請はほとんど見られない。

6） 各地のブランド農産物を作る努力も見られる。農産物を中心とした地域ブランド確立のため
に，農業協同組合や都道府県立の研究所といった主体が研究開発で大きな役割を担っている。
そこから民間への知識のスピルオーバーも見られる。例えば，加藤（2013）によれば，トマト
の育種においては大阪府の試験場からタキイ種苗へ人材の移動があったことが示されている。
このように，依然として，国や都道府県の公的機関の役割が期待されている領域である。
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